
株式会社　新潟国際貿易ターミナル

【　　　　　　　　　】

【　　　　　　　　　】

【　　　　　　　　　】

【　　　　　　　　　】

【　　　　　　　　　】

【　　　　　　　　　】

科　  目金　  額 金　  額科　  目
資  産  の  部

令和７年３月３１日現在
（単位：千円）

負  債  の  部

【流  動  負  債 】 132,573

100,037

5,183

98

417

13,144

392

13,300

77,913

5,000

2,184

9,360

3,942

57,426

210,487

1,748,563資 産 の 部 合 計

【固  定  負  債 】

負 債 の 部 合 計

純　資　産　の　部

評価・換算差額等合計

その他有価証券評価
差　　　額　　　金【　　　　　　　　　　　　】

２評価・換算差額等

【 利 益 剰 余 金 】

１株主資本

純  資  産  の  部  合  計

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
立 替 金
未 収 入 金
未 収 収 益

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 輛 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 有 価 証 券
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用

【 流  動  資  産  】

【 固 定  資  産  】

(有形固定資産）

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

1,748,563

【 資 　 本 　 金 】

△ 1,186

△ 1,186

負債及び純資産の部合計

1,538,075

貸　借　対　照　表

未 払 金
前 受 金
源 泉 預 り 金
預 り 金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
未 払 消 費 税 等

預 り 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
資 産 除 去 債 務
リ ー ス 債 務

その他利益剰余金

株  主  資  本  合  計
繰越利益剰余金

667,453

582,627

67,026

15,871

1,016

431

338

141

（　　　　　　　　　）

【　　　　　　　　　】

（　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　）

1,081,109

913,600

363,454

255,961

91,953

128,805

23,776

49,648

8,016

0

8,016

159,492

158,814

88

589

1,636,800

△ 97,538

△ 97,538

△ 97,538

1,539,261

－ 8 －



金　　　額

【 売　上　高 】

【 売 上 原 価 】

【 販売費及び一般管理費 】

【 営業外収益 】

　 受取利息
　 その他
【 営業外費用 】

　 支払利息

【 特 別 利 益 】 
【 特 別 損 失 】

損　益　計　算　書
株式会社  新潟国際貿易ターミナル

（単位：千円）
科　　　　　 目

725,793

118,776

48,372

1,276

2,141

47,507

－

－

47,507

7,895

39,611

607,016

70,404

906

370

2,141

自　令和 ６年４月１日
至　令和 ７年３月31日

売　　上　　総　　利　　益

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
当 期 純 利 益
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株主資本等変動計算書
株式会社  新潟国際貿易ターミナル

（単位：千円）

自　令和 ６年４月１日
至　令和 ７年３月31日

項　  目

当期首残高

当期変動額

新株の発行

剰 余 金 の
配 　 　 当

当期純利益

自 己 株 式
の　処　分

株主資本以
外の項目の
当期変動額

当期変動額
合　　　計

当期末残高

資本金

1,636,800

1,636,800

△ 137,149

39,611

39,611

△ 97,538 △ 97,538

△ 137,149

39,611

39,611

1,499,650

39,611

39,611

1,539,261

△ 2,322

1,136

1,136

△ 1,186

1,497,328

39,611

1,136

40,747

1,538,075

資本剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

積立金

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

自己
株式

株主資本
合計

その他の
有価証券
評価
差額金

純資産合計

評価・換
算差額等株　 主　 資　 本

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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個　　別　　注　　記　　表

１．重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的債券　…………
　　　その他有価証券　……………

　　　　　　　　　　　……………

　　②棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　貯蔵品　………………………
（２）固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）………………

　　②無形固定資産（リース資産を除く）………………

　　③リース資産　………………

（３）引当金の計上基準
　　①貸倒引当金　………………

　　②賞与引当金　………………

　　③退職給付引当金　…………

償却原価法（定額法）
時価のあるもの
　…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価
　　差額は全部純資産直入法により処理し、売
　　却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
　…移動平均法による原価法

最終仕入原価法

法人税法の規定に基づく定額法
なお、一部の建物については会社所定の耐用
年数

自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（5年）に基づく定額法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引
のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日
以前のリース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理

債権の貸倒れによる損失に備えて一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上する。なお、当期におけ
る計上額はない。
従業員に対する賞与の支給見込額のうち当期の
負担額を計上する。
従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、当期末にお
いて発生していると認められる額を計上する。
なお、退職給付引当金は、退職給付に係る負債
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　　④役員退職慰労引当金　……

（４）収益認識の会計基準　……

（５）消費税等の会計処理　……

及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合退職要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を採用している。
役員退職慰労金の支給に備えて規程に基づく期
末要支給額を計上している。

収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29
号2020年３月31日）を適用している。履行義務
を充足した時点で収益を認識し、収益を計上し
ている。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式

２．貸借対照表の注記
　　（１）有形固定資産の減価償却累計額　　　１，８１２，４０９千円
　　（２）国庫補助金等の圧縮記帳額　　　　　　　　９２，６１９千円

３．損益計算書の注記
　　関係会社の該当はない。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数
　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　３２，７３６株

５．収益認識に関する注記
　　収益を理解するための基礎となる情報は個別注記表「１.重要な会計方針⑷収益認識
　　の会計基準」に記載のとおりである。
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